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STEP１-１ 基本情報
組合コード 27780
組合名称 三菱UFJニコス健康保険組合
形態 単一
業種 金融業、保険業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

4,805名
男性39.9%

（平均年齢45.6歳）*
女性60.1%

（平均年齢45.3歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 7,454名 -名 -名
適用事業所数 2ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

12ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

8.5‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 1 0 - - - -

事業主 産業医 1 9 - - - -
保健師等 2 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 3,899 ∕ 4,138 ＝ 94.2 ％
被保険者 3,381 ∕ 3,407 ＝ 99.2 ％
被扶養者 518 ∕ 731 ＝ 70.9 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 191 ∕ 482 ＝ 39.6 ％
被保険者 184 ∕ 447 ＝ 41.2 ％
被扶養者 7 ∕ 34 ＝ 20.6 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 6,676 1,389 - - - -
特定保健指導事業費 8,310 1,729 - - - -
保健指導宣伝費 11,886 2,474 - - - -
疾病予防費 95,095 19,791 - - - -
体育奨励費 1,500 312 - - - -
直営保養所費 1 0 - - - -
その他 3,492 727 - - - -
　
小計　…a 126,960 26,422 0 - 0 -
経常支出合計　…b 2,457,018 511,346 - - - -
a/b×100 （%） 5.17 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

10 5 0 5 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 89人 25〜29 170人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 109人 35〜39 203人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 259人 45〜49 312人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 291人 55〜59 344人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 139人 65〜69 17人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 61人 25〜29 256人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 277人 35〜39 372人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 351人 45〜49 526人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 542人 55〜59 480人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 194人 65〜69 6人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 112人 5〜9 176人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 193人 15〜19 218人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 132人 25〜29 12人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 4人 35〜39 3人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 2人 45〜49 5人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 2人 55〜59 5人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 4人 65〜69 6人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 146人 5〜9 163人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 208人 15〜19 173人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 110人 25〜29 20人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 27人 35〜39 72人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 123人 45〜49 144人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 207人 55〜59 148人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 48人 65〜69 6人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 9人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
被保険者4805人、被扶養者2649人の単一健保である
60.1％と女性被保険者の割合が高い
被保険者の平均年齢：男性45.6歳、女性45.3歳
被保険者の特定健診実施率は事業主が主体としているため高い受診率だが被扶養者の受診率は低い
特定保健指導実施率が低い
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
１．特定健診は事業主と連携し実施している。被扶養者への事業主補助金支給や通知等、コラボヘルスによる強化によって、受診率は目標を達成しているが、被扶養者の受診率は低い。
２．特定保健指導は事業主のサポート（業務中面談可、推奨通知発信、人事部長メッセージ等）もあり、実施目標率は達成しているが、女性の参加及び終了率が低下傾向にある。
３．35歳未満の生活習慣病リスク保有者等の若年層への対策及び非肥満リスク保有者への対応が未着手。

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康レポート（健診結果報告）
　疾病予防 　禁煙支援運動
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌発行
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　保健事業情宣活動
　保健指導宣伝 　給付金決定通知及び医療費通知発行
　保健指導宣伝 　介護・健康教室
　保健指導宣伝 　健康診断及び保健指導受診案内発行
　保健指導宣伝 　健康診断受診勧奨
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品差額通知
　保健指導宣伝 　リタイヤ対象者向け健康情報の提供
　保健指導宣伝 　適正服薬・適正受診
　保健指導宣伝 　がん検診（受診勧奨）
　保健指導宣伝 　歯科健診・歯科受診勧奨
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防施策
　疾病予防 　生活習慣病健診及び婦人科健診
　疾病予防 　生活習慣病健診（強制被保険者）
　疾病予防 　保健指導
　疾病予防 　小児健康増進・歯科保健事業
　疾病予防 　家庭用常備薬斡旋事業
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種奨励
　疾病予防 　健康・こころのオンライン
　体育奨励 　運動促進事業
　直営保養所 　シャトレハイツ白浜
　その他 　契約保養所
　予算措置なし 　保健事業アンケート
事業主の取組
　1 　新入社員・途中入社社員・昇格時健康教育研修
　2 　定期健康診断
　3 　30歳生活習慣病健診
　4 　生活習慣病健診・ドック健診
　5 　特定業務健康診断
　6 　雇い入れ時健診
　7 　海外赴任時・帰国前健診
　8 　健保実施の被扶養配偶者健診への補助金支給
　9 　健康診断後措置に伴う保健指導
　10 　産業医面談
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　11 　社員健康相談室（社員の心の健康サポート）
　12 　健康サポート（心の相談ネットワーク）
　13 　勤務制限の適用
　14 　ワークライフバランスの実施
　15 　過重労働関連施策
　16 　健康管理施策
　17 　感染症（インフルエンザ等）対策の啓発
　18 　労働衛生週間の実施
　19 　コナミスポーツ法人契約
　20 　リゾートトラスト契約
　21 　衛生委員会
　22 　人事部・産業医ミーティング
　23 　ストレスチェック
　24 　社内禁煙ルール
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1,2
健康レポート
（健診結果報
告）

全拠点へ当健保の健康レポート（健診結果報告）を説明し保健事業へ
の協力を依頼する
健康保険組合が実施する保健事業（特に特定保健指導等健康増進事業
）への事業所の協力を得るため、各拠点の推進委員に依頼している

全て 男女
22
〜
74

被保険
者 0 ・各拠点で、健康管理委員会を開催

・被保険者の健康情報を情宣
・年に1回開催
・対面またはWEB会議での実施が可能

・被保険者一人一人への落とし込みが
不十分 5

疾
病
予
防

1,5 禁煙支援運動 喫煙率を下げ、生活習慣リスクを抑制 全て 男女
22
〜
74

加入者
全員 0 ・身体に及ぶ影響を情宣

・年2回 ・機関誌を使って年2回の情宣 ・喫煙者向けの具体的な施策がない 1

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2,5 機関誌発行 機関誌を年2回発行し、健保運営状況・保健事業等の情報発信・健康意
識の醸成を図る 全て 男女

22
〜
74

加入者
全員 1,945 年2回（4月・10月）定期発行 MAPや庶務連絡担当役付者宛メールを

使って発刊についてを配信
・個人へ配送されているか不明
・デジタルブックへの移行も検討 5

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（被
保険者）

・健診を受診させ、疾病の早期発見・早期治療につなげる
・健診により、健康維持意識の醸成をはかる 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 - ・9月末までの受診

・主体は事業主
・事業主（人事部）による受診勧奨に
より高い受診率 事業主との協力体制を維持 5

3 特定健診（被
扶養者）

・被扶養者の健診受診率の向上
・疾病の早期発見・早期治療につなげる
・情報提供や保健指導により、健康維持意識の醸成をはかる

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者 6,676

・健診案内発送（4月）
・受診勧奨（℡・はがき・被保宛メー
ル）を実施

細やかな受診勧奨により、2023年度は
健診受診率が微増

・ID（メールアドレス）の取得
・ -

特
定
保
健
指
導
事
業

3,4 特定保健指導 ・特定保健指導により、生活習慣の改善を図り内臓脂肪症候群を減ら
す。 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 8,310 ・2023年度より健診結果が届き次第案

内開始（7月頃〜）
健診から特定保健指導の案内までの期
間短縮 ・リピーター削減 -

保
健
指
導
宣
伝

1 保健事業情宣
活動

・健康保険組合の保健事業への理解と協力の強化
・健康情報の提供 全て 男女

22
〜
65

被保険
者 1,000 ・年1回（上期目標）実施

・全国の拠点
・対面、WEBを使って会議の実施
・保険事業の取組みについて説明、協
力の要請ができた

・保健事業の取り組みがよくわかって
いない -

2
給付金決定通
知及び医療費
通知発行

医療費意識の醸成
医療費適正化への行動促進 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 2,040

・被扶養者分を取りまとめ被保険者へ
送付
・医療費通知：年4回
・給付金決定通知：年12回

自身や家族のかかった医療費意識の醸
成 将来的にWEB化も検討 5

5 介護・健康教
室

介護および健康維持増進・生活習慣改善・メンタルヘルスセルフケア
方法の習得 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 275 ・他健保との共同事業 ・介護関連のカリキュラムが充実

・オンライン版カリキュラムの拡充
・直接申込の手段がなく健保が介入
・情宣不足 5

2,3
健康診断及び
保健指導受診
案内発行

被扶養者の健診受診意識の向上のための案内発行 全て 男女
35
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

264 ・年1回（4月）
健診代行機関発送の健診案内にガイド
として同封。対象者への情報提供、予
約の流れが案内できている。

・一定数健診未受診者がいる
・パート先などで受診された方の健診
結果を取得できていない

5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3,4 健康診断受診
勧奨 健診受診率向上のため地味受診者に対し受診勧奨の実施 全て 男女

35
〜
74

被扶養
者 309 はがき・電話・被保険者宛てメール 細やかな情宣により申込率につながっ

た
・健診岩盤層が一定数いる
・直接受診勧奨を実施するために将来
的に個人IDを取得

5

2,7
ジェネリック
医薬品差額通
知

ジェネリック医薬品の使用促進 全て 男女
0

〜
74

- 442 ジェネリック切り替え通知の発送（年1
回12月）

通知以外にも機関誌を使って年2回の情
宣。ジェネリック医薬品の周知が使用
率の増加につながっている

岩盤層へのアプローチ 5

5
リタイヤ対象
者向け健康情
報の提供

リタイア後の健康維持意識の醸成を図るシニア期に大切な健康管理を
理解してもらう 全て 男女

53
〜
53

定年退
職予定

者
0

「セカンドキャリア研修」でリタイア
後の健康管理に関する情報説明（チュ
ーブラーニングで配信）

・これからの健康や生活習慣について
学んでもらう
・研修は人事部と共同

- 5

2,4,7 適正服薬・適
正受診

・健康被害や医療費削減を図る
・加入者の適正服薬・適正受診を促す。
（大4）

全て 男女
0

〜
74

基準該
当者 300 - 通知同封のアンケートで受信状況の把

握 メンタル系・頻回対象者は未実施 5

2,3,4 がん検診（受
診勧奨）

5種（胃・肺・大腸・乳・子宮頸）のがん検診の結果から、要精密検査
となった者の精密検査受診率を把握すること。精密検査受診率の目標
達成率（大5）

全て 男女
35
〜
74

- 0
保健師による受診勧奨（被扶養者のみ
）
2023.7〜2024.2に実施（対象31人）
・被保険者は医務室より受診勧奨を実
施

健保：1回目の受診勧奨後にレセプト確
認。見受診の場合は再勧奨を実施。 強制力がない 5

3,4 歯科健診・歯
科受診勧奨

・健康的な歯科意識の醸成
・将来の歯科医療費の削減
特定健診の質問票から対象者を設定し、歯科医療機関への受診勧奨及
び歯科保健指導を実施

全て 男女
0

〜
74

- 88
・無料歯科健診の案内（年2回/機関誌
）
・問診表より受診勧奨メールを実施

受診のきっかけを作る取り組み 利用者が増えない 5

疾
病
予
防

3,4 生活習慣病重
症化予防施策

糖尿病性腎症の発症や人工透析の導入、脳血管疾患などを防ぐための
糖尿病・高血圧症・脂質異常症の重症化予防の取り組みを行う 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 0 - - - -

3
生活習慣病健
診及び婦人科
健診

・被扶養者の健診受診率の向上
・疾病の早期発見・早期治療につなげる
・健診により、健康維持意識の醸成をはかる

全て 男女
35
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

17,892 -
・全国の医療機関、巡回レディース健
診（女性のみ）の利用が可能
・補助金額内での受信が可能
・WEB、はがき等多様な申込方法があ
る

・パート先等での健診受信者の把握が
できない。
・周知不足

5

3
生活習慣病健
診（強制被保
険者）

健診率の向上
健康の維持、疾病の早期発見
毎年の健診によって醸成される健康意識向上による有所見者の減少

全て 男女
35
〜
74

被保険
者 51,012 - ・事業主による積極的な受診勧奨 - 5

3,4 保健指導
・生活改善指導
・35−39歳のメタボリックシンドローム予備軍の減少
・40歳以降特定保健指導の対象にならないようにする
・

全て 男女
35
〜
39

被保険
者,基準
該当者

880 2024年度からの取り組み - 特定保健指導への流入を防ぐ 3

4,5
小児健康増進
・歯科保健事
業

正しい歯磨き習慣の定着
子供の風邪および歯科疾患の予防、健康づくりの取り組みの促進
子供の医療費の仕組みや医療費についての理解と、健康保険の正しい
利用の啓発
キャンペーンを通して、子供および保護者（被保険者・被扶養者）の
生活習慣および衛生習慣の見直しや改善の定着促進

全て 男女
2

〜
9

- 1,303 年1回（10〜12月）実施
ごほうびシールとカレンダーを使って
子ども自身が楽しみながら身に着ける
仕組み。

アンケート回収率が低いため実際の手
ごたえがわからない。 5

8 家庭用常備薬
斡旋事業 受診前の救急対応、疾病予防 全て 男女

22
〜
74

被保険
者 8,170 年1回（11月）実施

期間限定販売。
WEB購入可
補助額2千円
カード決済可
イントラ・機関誌・HPでの情宣

- 5

3,8
インフルエン
ザ予防接種奨
励

インフルエンザによる重症化の予防 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 15,110 ・加入者1人につき年3千円補助 ・集団接種による申請の簡略化 ・被扶養者の申請率が下がっている 5

2,6 健康・こころ
のオンライン 加入者のこころの健康づくりや健康相談により懸念を払拭 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 821 365日24時間 フリーダイヤル Web相談窓口がない 5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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体
育
奨
励

2,5 運動促進事業 運動習慣の定着 全て 男女
16
〜
74

被保険
者,被扶

養者
- 法人契約によりスポーツクラブの利用

を安価に提供 -
・利用施設の拡充
・ウォークラリーなど単発のイベント
の実施があるとよい

5

直
営
保
養
所

8 シャトレハイ
ツ白浜 加入者のリフレッシュ 全て 男女

0
〜
74

- - - - - -

そ
の
他

8 契約保養所 加入者の心身のリフレッシュを推進 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 3,490 ・全契約保養所を通じて年度内2泊まで

・加入者1人につき1泊3千円
各保養所の補助金利用方法を機関誌で
案内 JTB・近ツリのweb申込での利用不可 5

予
算
措
置
な
し

1 保健事業アン
ケート 保健事業の加入者への情宣と見直し 全て 男女

22
〜
74

被保険
者 100

・年1回（11月頃）
・家庭用常備薬販売と同じタイミング
で実施

・健保HPでアンケートの回答から常備
薬購入サイトへ遷移する作りこみにし
ている。
・健保が被保険者に聞きたいことが聞
ける

手軽なアンケートフォームへの開拓 5

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組
新入社員・途中入
社社員・昇格時健
康教育研修

セルフケア・ラインケア等の教育 被保険者 男女
22
〜
67
通年【該当時都度】 該当者全員に実施済 特になし 無

定期健康診断 安全衛生法に基づき実施 被保険者 男女
22
〜
67
6月〜9月 通達等による周知と未受診者へのフォローで受

診率99％以上を達成 再検査受診率の向上 無

30歳生活習慣病健
診

生活習慣病の予防・病気の早期発見・早期治療 被保険者 男女
30
〜
30
6月〜9月 通達等による周知と未受診者へのフォローで受

診率　99％以上を達成 再検査受診率の向上 無

生活習慣病健診・
ドック健診 生活習慣病の予防・病気の早期発見・早期治療 被保険者 男女

40
〜
67

6月〜9月実施
生活習慣病健診対象者：36歳〜39歳及び40歳以
上の奇数歳
ドック健診対象者：35歳及び40歳以上の偶数歳
【婦人科健診を含む】

通達等による周知と未受診者へのフォローで受
診率　99％以上を達成 再検査受診率の向上 有

特定業務健康診断 労働安全衛生法に基づき実施 被保険者 男女
22
〜
67
通年（半年毎） 通達等による周知と未受診者へのフォローを実

施 特になし 無

雇い入れ時健診 労働安全衛生法の基づき実施 被保険者 男女
22
〜
67
通年（雇い入れ時） 法令に基づき励行 特になし 無

海外赴任時・帰国
前健診 労働安全衛生法に基づき実施 被保険者 男女

22
〜
67
該当時 法令に基づき励行 特になし 無

健保実施の被扶養
配偶者健診への補
助金支給

健保加入の強制被保険者の被扶養配偶者へ15千円補助金支給 被扶養者 男女
35
〜
74
通年 電話勧奨等もあわせて実施 受診率の向上 有

健康診断後措置に
伴う保健指導 有所見者に対して産業医面談し、受診・治療指導・受診後フォロー 被保険者 男女

22
〜
67
通年 個別に対象者へメール等で連絡 特になし 無

産業医面談 過重労働・復職・健康相談 被保険者 男女
22
〜
67
通年 個別に対象者へ連絡 特になし 無

社員健康相談室（
社員の心の健康サ
ポート）

メンタル疾患者の早期発見と予防的措置の強化
セルフケア・ラインケアのサポート窓口 被保険者 男女

22
〜
67
通年 気軽に安心して相談できる場として、人事部と

は別組織として開設 特になし 無

健康サポート（心
の相談ネットワー
ク）

外部機関によるメンタル相談窓口 被保険者 男女
22
〜
67
通年 機関誌等を通じて告知 特になし 無

勤務制限の適用 勤務時間・勤務内容制限・時間外勤務の禁止等 被保険者 男女
22
〜
67
通年 通達等に基づき個別フォロー 特になし 無

ワークライフバラ
ンスの実施

残業ゼロの日の拡大運動
早帰りウィークの実施
時間外削減・連続休暇制度の推奨
会議・提出物・報告の見直し

被保険者 男女
22
〜
67
通年 通達等による周知および各部拠点で残業削減推

進責任者・同担当者を設置し推進 特になし 無

過重労働関連施策
長時間労働者への「禁止ライン」「是正指導ライン」運用　是正勧
告・モニタリング
部拠点への労務係数還元

被保険者 男女
22
〜
67
通年 労務管理対策の強化実施、また未然防止のため

還元早期化・モニタリングの強化を実施 特になし 無

健康管理施策
従業者の健康の保持増進、健康状態把握のため健康管理面談
メンタル疾患の新規発生の抑制のため、異動・途中入社・出向時の
メンタル対策強化

被保険者 男女
22
〜
67
通年 健康管理に関する手続きを制定し、全従業者の

役割を明示
メンタル未然防止策の有効性の検証・掌握情報
の活用度向上 無

感染症（インフル
エンザ等）対策の
啓発

インフルエンザ等の予防対策および業務停滞リスクを極小化のため
、基本ルールを策定し、社内イントラ掲示板・社内報・通達等にて
周知
感染症発生状況把握と予防・拡大阻止対策

被保険者 男女
22
〜
67
通年 通達等により基本ルールの周知と徹底を実施

予防接種に対し、健保から補助金支給
ルールの徹底
他社に比べルールに過剰感があるため見直しを
行う

有

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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労働衛生週間の実
施

健康管理や職場環境の改善
「全国労働衛生週間」のスローガン掲示、職場巡視等 被保険者 男女

22
〜
67
10月実施 全事業場の総括安全衛生管理者及び衛生委員会

により実施を徹底 特になし 無

コナミスポーツ法
人契約 役職員・家族の健康保持・向上支援 被保険者

被扶養者 男女
16
〜
74
通年 健康保険組合と協働で実施

健保加入者に健保より補助金支給 利用者数増加のための情宣 有

リゾートトラスト
契約 役職員のリフレッシュ対策等 被保険者

被扶養者 男女
0
〜
74
通年 健康保険組合の保健事業として、4歳以上の被保

険者・被扶養者に補助金支給 特になし 有

衛生委員会 労働安全衛生法に基づき各事業所ごとに実施 - 男女
22
〜
67
通年（月1回開催） 円滑なコミュニケーションの実施 特になし 無

人事部・産業医ミ
ーティング 事後措置の対応協議 - 男女

-
〜
-
通年（必要に応じて毎日） 円滑なコミュニケーションによる情報教共有 特になし 無

ストレスチェック
労働安全衛生法に基づき、メンタルヘルス対策強化を目的に、年1回
のストレスチェックを実施。高ストレス者かつ実施者が「医師の面
接指導」を必要と判断した者のうち、希望する者へ産業医による面
接指導を実施。

被保険者 男女
22
〜
67
年1回 通知や研修等による周知と受検勧奨で受検率88.

9％となった。 翌年度以降の受検率の維持・向上 -

社内禁煙ルール

受動喫煙防止を第一も目的とし、あわせて喫煙者本人の健康増進と
組織の生産性向上のため「社内禁煙ルール」を施行
①就業時間内の喫煙目的の離席・業務中断を禁止
②社内喫煙スペースの利用禁止（一部拠点・一部時間帯のみ利用を
許容）

被保険者 男女
22
〜
67
通年

Ｈ27.7月〜喫煙自粛時間を設定→H28.1月〜社内
喫煙スペースの利用禁止時間を設定→H28.4月〜
就業時間内の禁煙化とステップを踏んで実施。
本社医務室で「禁煙相談」（対面・内線・メー
ル）を受け付け

社内禁煙ルールの徹底 有

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 医療費推移 医療費・患者数分析 年間の総医療費は年々上昇傾向にあり、５年前から5.2％増加

加入者は年々減っており、一人あたり医療費は５年前より20％増加してい
る。

イ 生活習慣病医療費 医療費・患者数分析 社員の平均年齢が直近５年で２歳上昇しており、社員の高齢化に伴う生活
習慣病医療費は年々増加傾向にある。
一人あたりの生活習慣病医療費は年前よ22.4％増加している。

ウ 生活習慣病 医療費・患者数分析 男女とも50歳代から虚血性心疾患、脳血管疾患での受療率が増加しており
、その前段階である生活習慣病（高血圧・２型糖尿病・脂質異常症）の受
領率は男性の方が圧倒的に高いため男性の生活習慣病予防、重症化予防対
策が必要である。

エ 生活習慣病 医療費・患者数分析 -

オ 生活習慣病 医療費・患者数分析 2年連続受診勧奨値の者で、且つ、2年連続医療機関未受診者の者が62.8％
存在し、医療機関未受診による今後の重症化が危ぶまれる。

カ 悪性新生物 医療費・患者数分析 社員の高齢化に伴い、がんによる医療費上昇傾向。高額な新薬の調剤費も
増えている。
特に女性は加入者が多いことから、乳がんや子宮がんでの医療費が多いこ
とが特徴である。
婦人科系のがんは40歳代から、その他のがんは男女とも50歳代から増加し
ている。

11



キ 慢性腎臓病 医療費・患者数分析 CKD重症度分類で高リスク（赤）に分類され、かつ、医療機関未受診の者
が一定数存在している。専門医への受診勧奨が望ましい。

ク 慢性腎臓病 健康リスク分析 腎症病期に相当する人は年々増加し、人工透析導入により1人あたり医療費
が最も高額となる腎不全の患者が増加する可能性がある。
病期進行の食い止めに向けた対策が必要。

ケ 特定保健指導 特定保健指導分析 特定保健指導該当者は年々減少している。

コ 特定保健指導 特定保健指導分析 特定保健指導の実施率は国目標（55％）より低く、2021年度は単一健保の
平均値を下回っている。
リピーターが多く存在し、特定保健指導対象者から改善されていない（202
2年度は約70％がリピーター・リバウンド層）
特定保健指導の対象者割合は男性20.7％、女性9.0％と圧倒的に男性の対象
者割合が高い。

サ 特定保健指導 特定保健指導分析 特定保健指導対象者から流出する者もいるが、一方で新規流入も発生して
おり、30代への施策も必要と考えられる。

シ 若年層対策 健康リスク分析 男性は30歳代から急激に内蔵脂肪型症候群の対象が増えている。
35～39歳では22.2％の者が内蔵脂肪型症候群であり、40歳を迎えると特定
保健指導の新規流入になりうる。
35～39歳を対象としたプログラムがあるが対象者のリピーター率は高く、
刷新する必要がある。
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ス 特定健診 特定健診分析 被保険者の健診受診率は99％以上と高い。
被扶養者の健診受診率は上昇傾向にあり2022年度は71.3％であったが、3年
連続未受診者が16.1％存在する。
被扶養者には普段から、健康に係る情報提供がされていない可能性が高く
、受診勧奨等接点を持つアプローチが必要。

セ 女性の健康課題 健康リスク分析 当健保の基本構造より被保険者の6割を女性が占めている。
40歳代から急激に婦人科系のがん患者数が増えている（乳がん・子宮がん
）
50歳代からは更年期障害や骨粗鬆症での医療費が増加している。職員の高
齢化に伴い医療費は年々上昇傾向である。
月経関連症疾患では20歳代の受診が高く、40歳代まで高い状態で推移して
いる。

ソ 女性の健康課題 健康リスク分析 -

タ 禁煙対策 その他 被保険者・被扶養者ともに女性の喫煙率が高い。
男性喫煙率は他健保よりも低いが、喫煙率は25.9％であり、4人に1人が喫
煙している。
今まで有効な禁煙対策はしていない。

チ 食事・運動習慣 健康リスク分析 女性加入者の運動習慣割合が他健保と比較し少ない。
被保険者、被扶養者とも朝食を抜いている女性が他健保の平均より多い。

ツ 生活習慣 健康リスク分析 適切な運動習慣を有する者が少なく、食習慣も改善が必要である。

テ 歯科 健康リスク分析 社員の高齢化に伴い、歯科医療費は年々増加している。
特に50歳代からしか医療費が増加しており、重度歯周病での受診率が他健
保より高い。

13



ト 小児疾患対策 健康リスク分析 小児の時間外診療の医療費割合は他健保平均より多くなっている。

ナ 小児疾患対策 健康リスク分析 風邪やアレルギー疾患での受療率が他健保平均よりも多い。
インフルエンザによる受療率も高い。

ニ ジェネリック利用率 後発医薬品分析 ジェネリック数量比率は目標の80％を超えていて、他健保とほぼ同じ水準
。
被保険者では50代、被扶養者では若年層での削減期待値が高い。
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

【医療費適正化】
年間の総医療費は年々上昇傾向にあり、5年前から5.2％増
加入者は年々減っており、一人当たり医療費は5年前より20％増加している
。
社員の平均年齢が直近5年で2歳上昇しており、社員の高齢化に伴う生活習慣
病医療費は年々増加傾向にある。

 患者が発生することで莫大な医療費がかかる疾患の早期発見・早期治療
が望まれる。（生活習慣病の合併症、悪性新生物、CKD）

2

【生活習慣病重症化予防】
一人当たりの生活習慣病医療費は5年前より22.4％増加している。
男女とも50歳代から虚血性心疾患、脳血管疾患での受療率が増加しており、
その前段階である生活習慣病（高血圧、2型糖尿病、脂質異常症）の受療率
は男性の方が圧倒的に高いため、男性の生活習慣病予防・重症化予防対策が
必要である。
2年連続受診勧奨値の者で、且つ、2年連続医療機関未受診の者が62.8%存在
し、医療機関未受診による今後の重症化が危ぶまれる。

 特定保健指導などを実施し、生活習慣病の発症を未然に防ぐ。
数値の高い者に関しては受診勧奨を行い早期治療につなげる。
若年層の生活習慣病予備軍に向け、早期からの生活習慣病対策への意識
づけを行う。



3

【がん対策】
社員の高齢化に伴い、がんによる医療費は上昇傾向。高額な新薬の調剤費も
増えている。
特に、当健保は女性の加入者が多いことから、乳がんや子宮がんでの医療費
が多いことが特徴的である。
婦人科系のがんは40歳代から、その他のがんは男女とも50歳代から増加し
ている

 がんの早期発見（検診・セルフチェック）、早期治療を行う。
がん検診・精密検査未受診者への受診勧奨
がん関する教育や啓蒙活動



4

【慢性腎臓病CKD】
CKD重症度分類で高リスク（赤）に分類され、かつ医療機関未受診の者が一
定数存在している。専門医への受診勧奨が望ましい。
また、腎症病期に相当する人は年々増加し、人工透析導入により1人あたり
の医療費が最も高額となる腎不全の患者が増加する可能性がある。病期進行
の食い止めに向けた対策が必要

 健診結果から、腎機能が低下しているものに対して受診勧奨を行う。
糖尿病治療中断者へのアプローチを行う。

5

【特定保健指導】
特定保健指導の対象者割合は年々減少している
特定保健指導の実施率は国目標(55%)より低く、2021年度は他の単一健保の
平均値を下回っている。
リピーターが多く存在し、特定保健指導対象から改善されていない（2022
年度は約70％がリピーター・リバウンド層）
特定保健指導の対象者割合は男性20.7％、女性9.0％と、圧倒的に男性の対
象者割合が高い。
特定保健指導対象から流出するものもいるが、一方で新規流入も発生してお
り、30代への施策も必要と考えられる。

 実施率が国の目標値を達成できるよう、実施数を増やす仕組みづくり（
服薬者の徹底確認、参加しやすい環境づくり）
リピーターやリバウンドを減らすための工夫（長期的に生活改善に取り
組めるようなプログラムの提供・運動施設の提供等）



ア，イ

イ，ウ，エ，
オ

カ，セ，ソ

キ，ク

ケ，コ，サ
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6

【若年層対策】
男性は30歳代から急激に内臓脂肪型症候群の対象者が増えている。
特に35〜39歳では22.2％の者が内臓脂肪型症候群であり、40歳を迎えると
特定保健指導の新規流入となりうる。
35〜39歳を対象としたプログラムがあるが対象者のリピーター率は高く、
刷新する必要がある。

 40歳時に特定保健指導対象とならないように、早期からの意識づけが必
要。
30代のうちから生活習慣の改善を身につけてもらうためのプログラムの
提供

7

【特定健診】
被保険者の健診受診率は99％以上と高い。　
被扶養者の健診受診率は上昇傾向にあり、2022年度は71.3％。しかし3年連
続未受診者が16.1％存在する。
被扶養者には健康に係る情報提供がされていない可能性が高く、受診勧奨等
接点を持つアプローチが必要

 被扶養者への健診受診率向上にむけた対策
健診未受診者へ受診勧奨と受診のきっかけ作り
健診受診を当然のものと捉えるヘルスリテラシーの醸成

8

【女性の健康課題】
当健保の基本構造より、被保険者の6割を女性が占めている。
40歳代から急激に婦人科系のがん患者数が増えている（乳がん・子宮がん）
50歳代からは更年期障害や骨粗しょう症での医療費が増加している。社員の
高齢化に伴い医療費は年々上昇傾向である。
月経関連疾患では20歳代の受診率が高く、40歳代まで高い状態で推移して
いる。

 疾病の早期発見・早期治療を行う
女性特有の病気についてセミナー等で教育の機会を与える（乳がんのセ
ルフチェックの方法など）
骨粗しょう症による骨折を防ぐための食事や運動などの指導・支援
本人だけでなく上司や同僚などにも教育・啓発を行う

9
【禁煙対策】
被保険者・被扶養者ともに、女性の喫煙率が高い
男性の喫煙率は他健保より低いが、喫煙率は25.9％であり、4人に1人が喫煙
している。
今まで有効な禁煙対策はしていない。

 禁煙サポート施策
禁煙に関する研修の実施や情報提供
事業主と連携した禁煙対策の実施

10
【運動・食習慣】
女性加入者の運動習慣の割合が他健保と比較し少ない。
被保険者、被扶養者ともに朝食を抜いている女性が他健保の平均より多い

 運動イベントの開催・奨励
運動施設の利用促進と補助
健保機関誌での健康レシピの紹介
食生活についての情報提供

11
【歯科】
社員の高齢化に伴い、歯科医療費は年々増加している。
特に50歳代から歯科医療費が増加しており、重度歯周病での受療率が他健保
よりも高い

 問診結果から「噛みにくい」「噛めない」人に対し無料歯科健診を案内
歯周病は歯を失う主な原因であり、認知症や生活習慣病の発症にも関与
していることなど、情報を発信する
定期的な歯科検診受診の勧奨

12
【小児疾患対策】
小児の時間外診療の医療費割合は他健保平均より多くなっている。
風邪やアレルギー疾患での受療率が他健保平均よりも多い
インフルエンザによる受療率も高い

 電話相談窓口の紹介
はしご受診への対策、OTC医薬品への切り替え促進
ワクチン接種の推奨、情報提供、費用補助

13
【ジェネリック対策】
ジェネリック数量比率は目標の80％は超えていて、他組合とほぼ同じ水準
被保険者では５０代。被扶養者では若年層で削減期待値が高い。

 年に一度切替え通知を発送し切替えを促す。

シ

ス

セ，ソ

タ

チ，ツ

テ

ト，ナ

ニ
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14
【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していない人がいる。また、その後の医療機関への
受診行動に繋がっていない者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少なく、食習慣も改善が必要である。

 健保機関誌や介護健康教室等で情報提供を継続的に行う

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1

・被保険者4805人　被扶養者2649人の単一健保である
・60.1％と女性被保険者の割合が高い
・平均年齢：男性45.6歳、女性45.3歳（直近5年で平均年齢は2歳上昇）
・全国に複数の拠点がある

 社員の平均年齢は上昇トレンドとなっており、悪性新生物および心疾患の好発年齢層(40
〜50歳代)の比率が高まっている。引き続き早期発見・早期治療の為の健診、受診勧奨が
重要となる。
被保険者の約6割を女性が占めており、女性特有の疾病（婦人科および女性のがん）への
意識の醸成および健康教育、健診による早期発見・早期治療を進めていく。
拠点が全国にあるため、事業主と協働し健康意識の醸成をはかることが必要

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・健診受診率：被保険者に比べると被扶養者は低い
・特定保健指導実施率はリピーターの増加に伴い近年停滞気味
・生活習慣病重症化予防とがん精密検査の受診勧奨事業は、被保険者・被扶養者の区分にて
、医務室と健保が役割を分担している

 被扶養者への健診受診率向上にむけた対策が必要
特定保健指導のリピーターを減らすための取り組みが必要
特定保健指導などの施策の実施率を上げるため、事業主にも協力を依頼する（コラボヘ
ルスの推進）
被扶養者への受診勧奨が容易になるシステムの構築

オ，キ，コ，
ス，セ，ソ，
ツ
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　保健事業情宣活動
　予算措置なし 　健康レポート（健診結果報告）
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　健保ホームページ・社内イントラ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者・任意継続）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品差額通知
　保健指導宣伝 　適正服薬・適正受診
　保健指導宣伝 　給付金決定通知及び医療費通知発行
　保健指導宣伝 　介護・健康教室
　保健指導宣伝 　PHRの推進
　疾病予防 　生活習慣病健診（被保険者）
　疾病予防 　生活習慣病健診（被扶養者・任意継続）
　疾病予防 　保健指導（特定保健指導若年層予備群）
　疾病予防 　禁煙支援運動
　疾病予防 　歯科健診・歯科受診勧奨
　疾病予防 　家庭用常備薬斡旋事業
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種奨励
　疾病予防 　健康・こころのオンライン
　体育奨励 　運動促進事業
　その他 　小児健康増進事業
　その他 　契約保養所
　その他 　リタイヤ対象者向け健康情報の提供
　予算措置なし 　生活習慣病重症化予防
　予算措置なし 　がん重症化予防
　予算措置なし 　保健事業アンケート
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
・医療費増大の抑制および重症化予防を図る
・女性の加入者が多い。婦人科系含めたがん対策を実施しがんの医療費削減を図る
・男性の内臓脂肪症候群にかかわる健康リスクを低減する

事業全体の目標
・医療費増大の抑制および重症化予防のため、主に生活習慣病・がんに関する健康意識の醸成並びに受診勧奨を行う
・被扶養者健診受診率の向上
・男性の肥満（内臓脂肪症候群）改善のため特定保健指導の実効性を高める
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職場環境の整備
500 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存

保健事業情宣
活動 全て 男女

22
〜
65

被保険
者 ３ ケ

全拠点に対し健康管理委
員会を開催し（オンライ
ン会議・書面開催含む）
保健事業情宣活動を実施

ア,シ -
全拠点に対し健康管理委
員会等を開催し、保健事
業情宣活動を実施（12拠
点）
コラボヘルスにつなげる

全拠点に対し健康管理委
員会等を開催し、保健事
業情宣活動を実施（12拠
点）
コラボヘルスにつなげる

全拠点に対し健康管理委
員会等を開催し、保健事
業情宣活動を実施（12拠
点）
コラボヘルスにつなげる

全拠点に対し健康管理委
員会等を開催し、保健事
業情宣活動を実施（12拠
点）
コラボヘルスにつなげる

全拠点に対し健康管理委
員会等を開催し、保健事
業情宣活動を実施（12拠
点）
コラボヘルスにつなげる

全拠点に対し健康管理委
員会等を開催し、保健事
業情宣活動を実施（12拠
点）
コラボヘルスにつなげる

・健康保険組合の保健事業への理解と協力
の強化
・健康情報の提供

【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。

開催拠点数(【実績値】12件　【目標値】令和6年度：12件　令和7年度：12件　令和8年度：12件　令和9年度：12件　令和10年度：12件　令和11年度：12件)全拠
点で健康管理委員会を開催し保健事業情宣活動を実施

-
(アウトカムは設定されていません)

0 0 0 0 0 0

予
算
措
置
な
し

1,2 既
存

健康レポート
（健診結果報
告）

全て 男女
22
〜
74

加入者
全員 １ キ,ス 加入者全員の健康情報を

報告 ア
健康管理委員会で健康保
険組合担当が説明。また
は機関誌にて報告する

・年1回健康レポートを報
告（機関誌・健康管理委
員会等）

・年1回健康レポートを報
告（機関誌・健康管理委
員会等）

・年1回健康レポートを報
告（機関誌・健康管理委
員会等）

・年1回健康レポートを報
告（機関誌・健康管理委
員会等）

・年1回健康レポートを報
告（機関誌・健康管理委
員会等）

・年1回健康レポートを報
告（機関誌・健康管理委
員会等）

全拠点へ当健保の健康レポート（健診結果
報告）を説明し保健事業への協力を依頼す
る
健康保険組合が実施する保健事業（特に、
特定保健指導等健康増進事業）への事業所
の協力を得るため、各拠点の推進委員の理
解を深める

【禁煙対策】
被保険者・被扶養者ともに、女性
の喫煙率が高い
男性の喫煙率は他健保より低いが
、喫煙率は25.9％であり、4人に1
人が喫煙している。
今まで有効な禁煙対策はしていな
い。
【運動・食習慣】
女性加入者の運動習慣の割合が他
健保と比較し少ない。
被保険者、被扶養者ともに朝食を
抜いている女性が他健保の平均よ
り多い
【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。

報告回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)【目標値】機関
誌・健康管理委員の回数をもって2回で設定

事業所への協力を得るためのレポート作成であり、直接の効果検証が難しい。
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ
2,240 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存 機関誌発行 全て 男女

22
〜
74

加入者
全員 １ ス

・被保険者分は所属の各
部へ納品。各部担当者か
ら配布
・任継は自宅へ郵送

シ 年2回（4月10月）発行 年2回発行 年2回発行 年2回発行 年2回発行 年2回発行 年2回発行 機関誌を年2回発行し、健保運営状況、保健
事業等の情報発信、健康意識の醸成を図る

【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。

発行回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)年2回発行（4月
、10月）被保険者全員に配布

機関誌に関する肯定的な意見回答率(【実績値】59.6％　【目標値】令和6年度：60.0％　令和7年度：60.0％　令和8年度：60.0％　令和9年度：60.0％　令和10年度：60.0％　令和11年度：60.0％)機関誌の健康情
報への期待度
アンケートより

1,303 - - - - -

1,2,5 新
規

健保ホームペ
ージ・社内イ
ントラ

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス

健保ホームページと社内
イントラの活用により、
健康意識の醸成を図る。
また加入者が欲しい情報
を適宜提供する

シ 都度更新
・被扶養者健診
・家庭用常備薬
・インフルエンザ補助金
申請

・被扶養者健診
・家庭用常備薬
・インフルエンザ補助金
申請

・被扶養者健診
・家庭用常備薬
・インフルエンザ補助金
申請

・被扶養者健診
・家庭用常備薬
・インフルエンザ補助金
申請

・被扶養者健診
・家庭用常備薬
・インフルエンザ補助金
申請

・被扶養者健診
・家庭用常備薬
・インフルエンザ補助金
申請

・健保ホームページと社内イントラの活用
により、健康意識の醸成を図る。
・加入者が必要とする情報を適宜提供する

【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。

更新回数(【実績値】45回　【目標値】令和6年度：48回　令和7年度：48回　令和8年度：48回　令和9年度：48回　令和10年度：48回　令和11年度：48回)更新伺
い書の通番を回数とする

直接の効果検証が難しい。
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
51,012 - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

41



特
定
健
康
診
査
事
業

2,3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ２ ケ,サ 就業時間内に実施

医療機関にて実施 ウ
※任意継続被保険者は被扶
養者としてカウント（国
基準）

役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施
・健診を受診し疾病の早期発見・早期治療
につなげる
・健診により、健康意識の醸成をはかる

【特定健診】
被保険者の健診受診率は99％以上
と高い。　
被扶養者の健診受診率は上昇傾向
にあり、2022年度は71.3％。しか
し3年連続未受診者が16.1％存在す
る。
被扶養者には健康に係る情報提供
がされていない可能性が高く、受
診勧奨等接点を持つアプローチが
必要
【女性の健康課題】
当健保の基本構造より、被保険者
の6割を女性が占めている。
40歳代から急激に婦人科系のがん
患者数が増えている（乳がん・子
宮がん）
50歳代からは更年期障害や骨粗し
ょう症での医療費が増加している
。社員の高齢化に伴い医療費は年
々上昇傾向である。
月経関連疾患では20歳代の受診率
が高く、40歳代まで高い状態で推
移している。
【生活習慣病重症化予防】
一人当たりの生活習慣病医療費は5
年前より22.4％増加している。
男女とも50歳代から虚血性心疾患
、脳血管疾患での受療率が増加し
ており、その前段階である生活習
慣病（高血圧、2型糖尿病、脂質異
常症）の受療率は男性の方が圧倒
的に高いため、男性の生活習慣病
予防・重症化予防対策が必要であ
る。
2年連続受診勧奨値の者で、且つ、
2年連続医療機関未受診の者が62.8
%存在し、医療機関未受診による
今後の重症化が危ぶまれる。
【がん対策】
社員の高齢化に伴い、がんによる
医療費は上昇傾向。高額な新薬の
調剤費も増えている。
特に、当健保は女性の加入者が多
いことから、乳がんや子宮がんで
の医療費が多いことが特徴的であ
る。
婦人科系のがんは40歳代から、そ
の他のがんは男女とも50歳代から
増加している
【特定保健指導】
特定保健指導の対象者割合は年々
減少している
特定保健指導の実施率は国目標(55
%)より低く、2021年度は他の単一
健保の平均値を下回っている。
リピーターが多く存在し、特定保
健指導対象から改善されていない
（2022年度は約70％がリピーター
・リバウンド層）
特定保健指導の対象者割合は男性2
0.7％、女性9.0％と、圧倒的に男
性の対象者割合が高い。
特定保健指導対象から流出するも
のもいるが、一方で新規流入も発
生しており、30代への施策も必要
と考えられる。
【慢性腎臓病CKD】
CKD重症度分類で高リスク（赤）
に分類され、かつ医療機関未受診
の者が一定数存在している。専門
医への受診勧奨が望ましい。
また、腎症病期に相当する人は年
々増加し、人工透析導入により1人
あたりの医療費が最も高額となる
腎不全の患者が増加する可能性が
ある。病期進行の食い止めに向け
た対策が必要

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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案内回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)【2024年度3期から
変更】受診率→案内回数
・被保険者は事業主が案内被扶養者
・（任継含む）は健保が案内

特定健診受診率(【実績値】99.2％　【目標値】令和6年度：99％　令和7年度：99％　令和8年度：99％　令和9年度：99％　令和10年度：99％　令和11年度：99％)【2024年度3期から変更】特定保健指導対象者
割合→特定健診受診率
被保険者実績値（UBSシステム特定健診受診率）
※昨年度の国報告値を評価数値として使用

6,052 - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2,3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者・任意
継続）

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ ケ

・4月初旬に委託先から健
診案内をを被扶養者・任
意継続に送付（健診ガイ
ド同封）
・通知文、HPTOPバナー
による情宣
・はがき、電話による受
診勧奨にて健診受診率増
加につなげる

ウ

・被保険者に事業主を通
じて、被扶養者の健診受
診依頼（通知文）
・申込は、電話・ＷＥＢ
・ハガキで行う
・施設型健診・巡回レデ
ィース健診

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・被扶養者の健診受診率の向上
・疾病の早期発見、早期治療につなげる
・健診により健康意識の醸成をはかる

【特定健診】
被保険者の健診受診率は99％以上
と高い。　
被扶養者の健診受診率は上昇傾向
にあり、2022年度は71.3％。しか
し3年連続未受診者が16.1％存在す
る。
被扶養者には健康に係る情報提供
がされていない可能性が高く、受
診勧奨等接点を持つアプローチが
必要
【女性の健康課題】
当健保の基本構造より、被保険者
の6割を女性が占めている。
40歳代から急激に婦人科系のがん
患者数が増えている（乳がん・子
宮がん）
50歳代からは更年期障害や骨粗し
ょう症での医療費が増加している
。社員の高齢化に伴い医療費は年
々上昇傾向である。
月経関連疾患では20歳代の受診率
が高く、40歳代まで高い状態で推
移している。
【生活習慣病重症化予防】
一人当たりの生活習慣病医療費は5
年前より22.4％増加している。
男女とも50歳代から虚血性心疾患
、脳血管疾患での受療率が増加し
ており、その前段階である生活習
慣病（高血圧、2型糖尿病、脂質異
常症）の受療率は男性の方が圧倒
的に高いため、男性の生活習慣病
予防・重症化予防対策が必要であ
る。
2年連続受診勧奨値の者で、且つ、
2年連続医療機関未受診の者が62.8
%存在し、医療機関未受診による
今後の重症化が危ぶまれる。
【がん対策】
社員の高齢化に伴い、がんによる
医療費は上昇傾向。高額な新薬の
調剤費も増えている。
特に、当健保は女性の加入者が多
いことから、乳がんや子宮がんで
の医療費が多いことが特徴的であ
る。
婦人科系のがんは40歳代から、そ
の他のがんは男女とも50歳代から
増加している
【特定保健指導】
特定保健指導の対象者割合は年々
減少している
特定保健指導の実施率は国目標(55
%)より低く、2021年度は他の単一
健保の平均値を下回っている。
リピーターが多く存在し、特定保
健指導対象から改善されていない
（2022年度は約70％がリピーター
・リバウンド層）
特定保健指導の対象者割合は男性2
0.7％、女性9.0％と、圧倒的に男
性の対象者割合が高い。
特定保健指導対象から流出するも
のもいるが、一方で新規流入も発
生しており、30代への施策も必要
と考えられる。
【慢性腎臓病CKD】
CKD重症度分類で高リスク（赤）
に分類され、かつ医療機関未受診
の者が一定数存在している。専門
医への受診勧奨が望ましい。
また、腎症病期に相当する人は年
々増加し、人工透析導入により1人
あたりの医療費が最も高額となる
腎不全の患者が増加する可能性が
ある。病期進行の食い止めに向け
た対策が必要

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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案内回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)【2024年度3期から
変更】特定健診の被扶養者受診率→案内回数
【目標値】受診勧奨回数（案内文・通知文・HP・ホームページバナー・勧奨）で4回

特定健診受診率(【実績値】70.9％　【目標値】令和6年度：72％　令和7年度：74％　令和8年度：76％　令和9年度：78％　令和10年度：79％　令和11年度：80％)【2024年度3期から変更】被扶養者の特定保健
指導該当者割合→特定健診受診率

8,310 - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

3,4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 ３ エ,オ,キ,ク

,ケ,サ
・40歳以上の特定保健指
導対象者に委託先にて実
施

ア,ウ
・事業主からの参加勧奨
（事業主メッセージ・通
知文）
・就業時間内の面談可

対象者の特性に合わせ案
内

対象者の特性に合わせ案
内

対象者の特性に合わせ案
内

対象者の特性に合わせ案
内

対象者の特性に合わせ案
内

対象者の特性に合わせ案
内

・特定保健指導により、生活習慣の改善を
図り、内臓脂肪症候群を減らす
・特にリスクの高い男性の生活習慣改善を
進める

【生活習慣病重症化予防】
一人当たりの生活習慣病医療費は5
年前より22.4％増加している。
男女とも50歳代から虚血性心疾患
、脳血管疾患での受療率が増加し
ており、その前段階である生活習
慣病（高血圧、2型糖尿病、脂質異
常症）の受療率は男性の方が圧倒
的に高いため、男性の生活習慣病
予防・重症化予防対策が必要であ
る。
2年連続受診勧奨値の者で、且つ、
2年連続医療機関未受診の者が62.8
%存在し、医療機関未受診による
今後の重症化が危ぶまれる。
【特定保健指導】
特定保健指導の対象者割合は年々
減少している
特定保健指導の実施率は国目標(55
%)より低く、2021年度は他の単一
健保の平均値を下回っている。
リピーターが多く存在し、特定保
健指導対象から改善されていない
（2022年度は約70％がリピーター
・リバウンド層）
特定保健指導の対象者割合は男性2
0.7％、女性9.0％と、圧倒的に男
性の対象者割合が高い。
特定保健指導対象から流出するも
のもいるが、一方で新規流入も発
生しており、30代への施策も必要
と考えられる。

特定保健指導実施率(【実績値】39.6％　【目標値】令和6年度：45％　令和7年度：50％　令和8年度：55％　令和9年度：57％　令和10年度：59％　令和11年度：
60％)事業主の協力によって、対象者への参加奨励（事業主から社内通知文発信）　
※前年度国報告値を評価数値として使用するが、その後修正する
※2024年度国提示目標値60％

特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(【実績値】49.4％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年度：50％)特定保健指導
の参加修了者の健康改善により、特定保健指導対象者の割合が減る
※昨年度の国報告値（特定保健指導対象者の減少率（卒業率）＝前年の対象者のうち特保から外れた人∕前年の対象者）を評価数値として使用

442 - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

2,7 既
存

ジェネリック
医薬品差額通
知

全て 男女
0

〜
74

基準該
当者 １ キ,ク

3ヶ月のレセプトより、一
定の差額がある該当者へ
個人宛に郵送。

シ ）
3ヶ月のレセプトより、一
定の差額がある該当者へ
個人宛に郵送。

3ヶ月のレセプトより、一
定の差額がある該当者へ
個人宛に郵送。

3ヶ月のレセプトより、一
定の差額がある該当者へ
個人宛に郵送。

3ヶ月のレセプトより、一
定の差額がある該当者へ
個人宛に郵送。

3ヶ月のレセプトより、一
定の差額がある該当者へ
個人宛に郵送。

3ヶ月のレセプトより、一
定の差額がある該当者へ
個人宛に郵送。

ジェネリック医薬品の使用促進

【ジェネリック対策】
ジェネリック数量比率は目標の80
％は超えていて、他組合とほぼ同
じ水準
被保険者では５０代。被扶養者で
は若年層で削減期待値が高い。

ジェネリック通知発送回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回
)一定の差額がある該当者へ案内を発送（12月下旬） ジェネリック医薬品利用率(【実績値】83.8％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：80％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度：80％)数量ベース

300 - - - - 300

5 既
存

適正服薬・適
正受診 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 １ キ

・3ヶ月のレセプトにより
対象者の抽出し服薬情報
・頻回受診を通知
・その後服薬状況・受診
状況について確認

シ 委託先より通知文の送付
3ヶ月のレセプトにより対
象者の抽出及び服薬情報
・頻回受診を通知。その
後服薬状況・受診状況に
ついて確認

3ヶ月のレセプトにより対
象者の抽出及び服薬情報
・頻回受診を通知。その
後服薬状況・受診状況に
ついて確認

3ヶ月のレセプトにより対
象者の抽出及び服薬情報
・頻回受診を通知。その
後服薬状況・受診状況に
ついて確認

3ヶ月のレセプトにより対
象者の抽出及び服薬情報
・頻回受診を通知。その
後服薬状況・受診状況に
ついて確認

3ヶ月のレセプトにより対
象者の抽出及び服薬情報
・頻回受診を通知。その
後服薬状況・受診状況に
ついて確認

3ヶ月のレセプトにより対
象者の抽出及び服薬情報
・頻回受診を通知。その
後服薬状況・受診状況に
ついて確認

加入者の適正服薬・適正受診を促す。（大4
）

【医療費適正化】
年間の総医療費は年々上昇傾向に
あり、5年前から5.2％増
加入者は年々減っており、一人当
たり医療費は5年前より20％増加し
ている。
社員の平均年齢が直近5年で2歳上
昇しており、社員の高齢化に伴う
生活習慣病医療費は年々増加傾向
にある。

服薬情報等の通知実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回
)レセプトにより対象者抽出 改善率(【実績値】73.9％　【目標値】令和6年度：70％　令和7年度：70％　令和8年度：70％　令和9年度：70％　令和10年度：70％　令和11年度：70％)レセプトによる対象者の行動変容の確認

2,040 - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2 既
存

給付金決定通
知及び医療費
通知発行 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

事業主の各部署から配付
・給付金決定通知：年8回
・給付金決定通知兼医療
費通知：年4回
事業主を通じて配付

シ 外部委託業者より通知
・給付金決定通知：年8回
・給付金決定通知兼医療
費通知：年4回
事業主を通じて配付

・給付金決定通知：年8回
・給付金決定通知兼医療
費通知：年4回
事業主を通じて配付

・給付金決定通知：年8回
・給付金決定通知兼医療
費通知：年4回
事業主を通じて配付

・給付金決定通知：年8回
・給付金決定通知兼医療
費通知：年4回
事業主を通じて配付

・給付金決定通知：年8回
・給付金決定通知兼医療
費通知：年4回
事業主を通じて配付

・給付金決定通知：年8回
・給付金決定通知兼医療
費通知：年4回
事業主を通じて配付

・医療費意識の醸成
・医療費適正化への行動促進

【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。
【医療費適正化】
年間の総医療費は年々上昇傾向に
あり、5年前から5.2％増
加入者は年々減っており、一人当
たり医療費は5年前より20％増加し
ている。
社員の平均年齢が直近5年で2歳上
昇しており、社員の高齢化に伴う
生活習慣病医療費は年々増加傾向
にある。

年間通知発送回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12
回)給付金決定通知は年8回、給付金決定通知兼医療費通知は年4回、被保険者、被扶養者をとりまとめて被保険者に送付

事業を実施したことによる成果を測るための定量的な指標を設定することが困難なため
(アウトカムは設定されていません)

275 - - - - -

5 既
存

介護・健康教
室 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス 機関誌、健保HP、社内イ

ントラにて案内 ク,シ

・ふれあい健康事業推進
協議会の実施する研修へ
の参加奨励
・他健保との共同事業
・受講料は、全額健康保
険組合負担

・イントラ・ＨＰ・機関
誌で周知し募集
・機関誌春号で申込書も
掲載
・2024年度はオンライン
型開催のみ

・イントラ・ＨＰ・機関
誌で周知し募集

・イントラ・ＨＰ・機関
誌で周知し募集

・イントラ・ＨＰ・機関
誌で周知し募集

・イントラ・ＨＰ・機関
誌で周知し募集

・イントラ・ＨＰ・機関
誌で周知し募集

介護および健康維持増進・生活習慣改善・
メンタルヘルスセルフケア方法の習得

【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。
【女性の健康課題】
当健保の基本構造より、被保険者
の6割を女性が占めている。
40歳代から急激に婦人科系のがん
患者数が増えている（乳がん・子
宮がん）
50歳代からは更年期障害や骨粗し
ょう症での医療費が増加している
。社員の高齢化に伴い医療費は年
々上昇傾向である。
月経関連疾患では20歳代の受診率
が高く、40歳代まで高い状態で推
移している。
【運動・食習慣】
女性加入者の運動習慣の割合が他
健保と比較し少ない。
被保険者、被扶養者ともに朝食を
抜いている女性が他健保の平均よ
り多い
【禁煙対策】
被保険者・被扶養者ともに、女性
の喫煙率が高い
男性の喫煙率は他健保より低いが
、喫煙率は25.9％であり、4人に1
人が喫煙している。
今まで有効な禁煙対策はしていな
い。

周知回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)【2024年度3期
から変更】参加人数→周知回数（機関誌春・秋）

直接の効果検証が難しいため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

予
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分類
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事業名
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実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2,3,4 新
規 PHRの推進 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ イ,ケ - シ - 健康年齢通知の送付 PHR施策 PHR施策 PHR施策 PHR施策 PHR施策 健診結果の振り返りを確認できるインフラ

を整える

【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。
【生活習慣病重症化予防】
一人当たりの生活習慣病医療費は5
年前より22.4％増加している。
男女とも50歳代から虚血性心疾患
、脳血管疾患での受療率が増加し
ており、その前段階である生活習
慣病（高血圧、2型糖尿病、脂質異
常症）の受療率は男性の方が圧倒
的に高いため、男性の生活習慣病
予防・重症化予防対策が必要であ
る。
2年連続受診勧奨値の者で、且つ、
2年連続医療機関未受診の者が62.8
%存在し、医療機関未受診による
今後の重症化が危ぶまれる。
【がん対策】
社員の高齢化に伴い、がんによる
医療費は上昇傾向。高額な新薬の
調剤費も増えている。
特に、当健保は女性の加入者が多
いことから、乳がんや子宮がんで
の医療費が多いことが特徴的であ
る。
婦人科系のがんは40歳代から、そ
の他のがんは男女とも50歳代から
増加している

案内回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 直接の効果検証が難しいため
(アウトカムは設定されていません)

51,012 - - - - -
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注3)
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注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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疾
病
予
防

2,3 既
存

生活習慣病健
診（被保険者
）

全て 男女
35
〜
39

被保険
者 ２ イ,ケ - ウ

事業主が行う生活習慣病
健診の定期健診をのぞい
た費用の半額を健康保険
組合が負担

役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施 役職員は事業主にて実施
・健診率の維持
・毎年の健診によって醸成される健康意識
向上による有所見者の減少

【がん対策】
社員の高齢化に伴い、がんによる
医療費は上昇傾向。高額な新薬の
調剤費も増えている。
特に、当健保は女性の加入者が多
いことから、乳がんや子宮がんで
の医療費が多いことが特徴的であ
る。
婦人科系のがんは40歳代から、そ
の他のがんは男女とも50歳代から
増加している
【女性の健康課題】
当健保の基本構造より、被保険者
の6割を女性が占めている。
40歳代から急激に婦人科系のがん
患者数が増えている（乳がん・子
宮がん）
50歳代からは更年期障害や骨粗し
ょう症での医療費が増加している
。社員の高齢化に伴い医療費は年
々上昇傾向である。
月経関連疾患では20歳代の受診率
が高く、40歳代まで高い状態で推
移している。
【慢性腎臓病CKD】
CKD重症度分類で高リスク（赤）
に分類され、かつ医療機関未受診
の者が一定数存在している。専門
医への受診勧奨が望ましい。
また、腎症病期に相当する人は年
々増加し、人工透析導入により1人
あたりの医療費が最も高額となる
腎不全の患者が増加する可能性が
ある。病期進行の食い止めに向け
た対策が必要
【若年層対策】
男性は30歳代から急激に内臓脂肪
型症候群の対象者が増えている。
特に35〜39歳では22.2％の者が内
臓脂肪型症候群であり、40歳を迎
えると特定保健指導の新規流入と
なりうる。
35〜39歳を対象としたプログラム
があるが対象者のリピーター率は
高く、刷新する必要がある。

案内回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)・期初に人事部
より役職員向通知文発信
・人事部から未受診者への受診勧奨を実施

受診率(【実績値】99.2％　【目標値】令和6年度：98％　令和7年度：98％　令和8年度：98％　令和9年度：98％　令和10年度：98％　令和11年度：98％)【実績値】生活習慣病(被保険者）受診率

17,892 - - - - -
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分類
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予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2,3 既
存

生活習慣病健
診（被扶養者
・任意継続）

全て 男女
35
〜
39

被扶養
者,任意
継続者

１ イ,ウ 任継被保険者および被扶
養者に対して実施 ウ

健診代行機関　全国の指
定医療機関で受診可能
WEB申し込み可。健康保
険組合より補助金支給

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・通知文
・ＨＰバナー
・未申込者へ委託先から
受診勧奨（ハガキ・℡・
被保険者充てメール

・被扶養者の健診受診率の向上・疾病の早
期発見・早期治療につなげる・健診により
、健康維持意識の醸成をはかる

【がん対策】
社員の高齢化に伴い、がんによる
医療費は上昇傾向。高額な新薬の
調剤費も増えている。
特に、当健保は女性の加入者が多
いことから、乳がんや子宮がんで
の医療費が多いことが特徴的であ
る。
婦人科系のがんは40歳代から、そ
の他のがんは男女とも50歳代から
増加している
【慢性腎臓病CKD】
CKD重症度分類で高リスク（赤）
に分類され、かつ医療機関未受診
の者が一定数存在している。専門
医への受診勧奨が望ましい。
また、腎症病期に相当する人は年
々増加し、人工透析導入により1人
あたりの医療費が最も高額となる
腎不全の患者が増加する可能性が
ある。病期進行の食い止めに向け
た対策が必要
【女性の健康課題】
当健保の基本構造より、被保険者
の6割を女性が占めている。
40歳代から急激に婦人科系のがん
患者数が増えている（乳がん・子
宮がん）
50歳代からは更年期障害や骨粗し
ょう症での医療費が増加している
。社員の高齢化に伴い医療費は年
々上昇傾向である。
月経関連疾患では20歳代の受診率
が高く、40歳代まで高い状態で推
移している。
【若年層対策】
男性は30歳代から急激に内臓脂肪
型症候群の対象者が増えている。
特に35〜39歳では22.2％の者が内
臓脂肪型症候群であり、40歳を迎
えると特定保健指導の新規流入と
なりうる。
35〜39歳を対象としたプログラム
があるが対象者のリピーター率は
高く、刷新する必要がある。

案内回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)【2024年度3期
から変更】被扶養者健診受診率→案内回数
【目標値】受診勧奨回数（案内文・通知文・HP・ホームページバナー・勧奨）で4回

受診率(【実績値】70.9％　【目標値】令和6年度：72％　令和7年度：74％　令和8年度：76％　令和9年度：78％　令和10年度：79％　令和11年度：80％)・被扶養者受診率

880 - - - 0 -

4,5 既
存

保健指導（特
定保健指導若
年層予備群） 全て 男女

35
〜
39

基準該
当者 １ エ,ク

40歳未満の特定保健指導
予備群へ健康コンテンツ
の案内

シ -
35-39歳の特定保健指導予
備群へ健康プログラムの
案内

35-39歳の特定保健指導予
備群へ健康プログラムの
案内

35-39歳の特定保健指導予
備群へ健康プログラムの
案内

35-39歳の特定保健指導予
備群へ健康プログラムの
案内

35-39歳の特定保健指導予
備群へ健康プログラムの
案内

35-39歳の特定保健指導予
備群へ健康プログラムの
案内

40歳未満の特定保健指導予備群の減少

【若年層対策】
男性は30歳代から急激に内臓脂肪
型症候群の対象者が増えている。
特に35〜39歳では22.2％の者が内
臓脂肪型症候群であり、40歳を迎
えると特定保健指導の新規流入と
なりうる。
35〜39歳を対象としたプログラム
があるが対象者のリピーター率は
高く、刷新する必要がある。
【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。

案内対象者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50人　令和7年度：50人　令和8年度：50人　令和9年度：50人　令和10年度：50人　令和11年度：50人)【202
4年度3期から変更】40歳未満の保健指導実施率→案内対象者数
・予備軍数のみをカウントする
参考：Ｒ5年度の35〜39歳の基準該当者は58人。

参加率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：40％　令和8年度：40％　令和9年度：40％　令和10年度：40％　令和11年度：40％)・保健指導予備群のみをカウントする

1,122 0 0 0 0 0

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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1,5 新
規 禁煙支援運動 全て 男女

22
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
２ エ,キ

・問診票の結果から試作
を実施
・健保HPやWEB等による
禁煙への啓発

ア
・対象者へメールにて案
内（予定） 問診表の結果から禁煙施

策を実施
問診表の結果から禁煙施
策を実施

問診表の結果から禁煙施
策を実施

問診表の結果から禁煙施
策を実施

問診表の結果から禁煙施
策を実施

問診表の結果から禁煙施
策を実施

・喫煙率を下げ生活習慣リスク、がんリス
クを下げる

【禁煙対策】
被保険者・被扶養者ともに、女性
の喫煙率が高い
男性の喫煙率は他健保より低いが
、喫煙率は25.9％であり、4人に1
人が喫煙している。
今まで有効な禁煙対策はしていな
い。
【がん対策】
社員の高齢化に伴い、がんによる
医療費は上昇傾向。高額な新薬の
調剤費も増えている。
特に、当健保は女性の加入者が多
いことから、乳がんや子宮がんで
の医療費が多いことが特徴的であ
る。
婦人科系のがんは40歳代から、そ
の他のがんは男女とも50歳代から
増加している

案内回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)施策の案内回数 行動変容率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：3％　令和7年度：3％　令和8年度：3％　令和9年度：3％　令和10年度：3％　令和11年度：3％)次年度の問診票から行動変容率を算出
【目標値】前年度で「喫煙」回答者の翌年度の行動変容率

88 - - - - 88

3,4 既
存

歯科健診・歯
科受診勧奨 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ク

歯科健診・受診勧奨・歯
科保健指導を実施
※問診票の回答内容で対象
者を抽出

シ 外部事業者と提携
年に1回
問診票の質問項目から対
象者を抽出し、歯科受診
勧奨を実施

年に1回
問診票の質問項目から対
象者を抽出し、歯科受診
勧奨を実施

年に1回
問診票の質問項目から対
象者を抽出し、歯科受診
勧奨を実施

年に1回
問診票の質問項目から対
象者を抽出し、歯科受診
勧奨を実施

年に1回
問診票の質問項目から対
象者を抽出し、歯科受診
勧奨を実施

年に1回
問診票の質問項目から対
象者を抽出し、歯科受診
勧奨を実施

・特定健診の質問票から対象者を抽出し、
歯科医療機関への受診勧奨を実施

【歯科】
社員の高齢化に伴い、歯科医療費
は年々増加している。
特に50歳代から歯科医療費が増加
しており、重度歯周病での受療率
が他健保よりも高い

歯科受診勧奨対象者の抽出回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度
：1回)- 受診勧奨回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)-

8,170 - - - - -

8 既
存

家庭用常備薬
斡旋事業 全て 男女

22
〜
74

被保険
者 １ ク,サ

10−11月健保HPよりWE
Bで購入可能
補助金2千円

シ ・スマホ対応
・事業主から通知文発信

11月頃期間限定であっせ
ん販売を実施

11月頃期間限定であっせ
ん販売を実施

11月頃期間限定であっせ
ん販売を実施

11月頃期間限定であっせ
ん販売を実施

11月頃期間限定であっせ
ん販売を実施

11月頃期間限定であっせ
ん販売を実施

受診前の緊急対応、疾病予防、スイッチOT
C医薬品の購入、自身の健康管理促進

【医療費適正化】
年間の総医療費は年々上昇傾向に
あり、5年前から5.2％増
加入者は年々減っており、一人当
たり医療費は5年前より20％増加し
ている。
社員の平均年齢が直近5年で2歳上
昇しており、社員の高齢化に伴う
生活習慣病医療費は年々増加傾向
にある。

案内回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)【目標値】機関
誌、社内イントラ（MAPトピックス）、HP、事業主通知文による案内回数 申込率(【実績値】78.6％　【目標値】令和6年度：78％　令和7年度：78％　令和8年度：78％　令和9年度：78％　令和10年度：78％　令和11年度：78％)-

15,110 - - - - -

2,8 既
存

インフルエン
ザ予防接種奨
励

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

・健康保険組合より年1回
、補助金3000円を上限に
支給

ア,シ
・事業主も奨励
・事業所での集団接種（
申請書不要）

・健康保険組合より年1回
、加入者1人あたり3,000
円を上限に補助金を支給
・機関誌秋号で申請書フ
ォーマットを添付
・HPTOPバナーにて情宣
・感染症通知文（人事部
発信）による情宣

・健康保険組合より年1回
、加入者1人あたり3,000
円を上限に補助金を支給
・機関誌秋号で申請書フ
ォーマットを添付
・HPTOPバナーにて情宣
・感染症通知文（人事部
発信）による情宣

・健康保険組合より年1回
、加入者1人あたり3,000
円を上限に補助金を支給
・機関誌秋号で申請書フ
ォーマットを添付
・HPTOPバナーにて情宣
・感染症通知文（人事部
発信）による情宣

・健康保険組合より年1回
、加入者1人あたり3,000
円を上限に補助金を支給
・機関誌秋号で申請書フ
ォーマットを添付
・HPTOPバナーにて情宣
・感染症通知文（人事部
発信）による情宣

・健康保険組合より年1回
、加入者1人あたり3,000
円を上限に補助金を支給
・機関誌秋号で申請書フ
ォーマットを添付
・HPTOPバナーにて情宣
・感染症通知文（人事部
発信）による情宣

・健康保険組合より年1回
、加入者1人あたり3,000
円を上限に補助金を支給
・機関誌秋号で申請書フ
ォーマットを添付
・HPTOPバナーにて情宣
・感染症通知文（人事部
発信）による情宣

インフルエンザによる重症化の予防

【医療費適正化】
年間の総医療費は年々上昇傾向に
あり、5年前から5.2％増
加入者は年々減っており、一人当
たり医療費は5年前より20％増加し
ている。
社員の平均年齢が直近5年で2歳上
昇しており、社員の高齢化に伴う
生活習慣病医療費は年々増加傾向
にある。

周知回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)【目標値】社内
イントラ、通達、機関誌、健保HPでの周知回数計 申請率(【実績値】49.5％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年度：50％)被扶養者の申請率が被保険者に比べ低い

821 - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2,6 既
存

健康・こころ
のオンライン 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

1年365日24時間の電話・
WEB相談により、専門家
からのアドバイスを無料
提供
育児支援として、ママと
子供の電話相談も包括し
て実施

ウ,シ
外部委託業者により実施
（健保は健康、事業主は
こころを担当）

機関誌（年2回）で情宣 機関誌（年2回）で情宣 機関誌（年2回）で情宣 機関誌（年2回）で情宣 機関誌（年2回）で情宣 機関誌（年2回）で情宣 加入者の健康相談窓口

【小児疾患対策】
小児の時間外診療の医療費割合は
他健保平均より多くなっている。
風邪やアレルギー疾患での受療率
が他健保平均よりも多い
インフルエンザによる受療率も高
い
【医療費適正化】
年間の総医療費は年々上昇傾向に
あり、5年前から5.2％増
加入者は年々減っており、一人当
たり医療費は5年前より20％増加し
ている。
社員の平均年齢が直近5年で2歳上
昇しており、社員の高齢化に伴う
生活習慣病医療費は年々増加傾向
にある。

周知回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)機関誌での周知
回数計 継続希望率(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年度：50％)-

1,500 - - - 0 -

体
育
奨
励

5,8 既
存 運動促進事業 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス スポーツクラブ・ルネサ

ンスと法人契約 ク,シ 機関誌、HP、イントラで
周知

・ルネサンス
・労組共同ウォークラリ
ー

・ルネサンス ・ルネサンス ・ルネサンス ・ルネサンス ・ルネサンス 運動習慣の定着

【運動・食習慣】
女性加入者の運動習慣の割合が他
健保と比較し少ない。
被保険者、被扶養者ともに朝食を
抜いている女性が他健保の平均よ
り多い

案内回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：3回　令和7年度：3回　令和8年度：3回　令和9年度：3回　令和10年度：3回　令和11年度：3回)【2024年度3期から
変更】登録者数→案内回数
【目標値】機関誌による情宣・その他施策

運動習慣を有している率(【実績値】28.8％　【目標値】令和6年度：28％　令和7年度：28％　令和8年度：28％　令和9年度：28％　令和10年度：28％　令和11年度：28％)【2024年度3期から変更】行動変容率
→運動習慣を有している率（運動習慣ありと答えた人の率）

1,303 0 0 0 0 0

そ
の
他

8 既
存

小児健康増進
事業 全て 男女

1
〜
6

基準該
当者 １ ク

10月ごろの予定　つよい
子になるぞ！キャンペー
ン
パンフレット（健康保険
のしくみ、歯磨きの仕方
、手洗い・うがい等のシ
ールつきカレンダー）の
配付→参加幼児・児童のシ
ールカレンダー記録によ
り衛生習慣の定着促進→ア
ンケート回収→インセンテ
ィブ（歯ブラシセットの
予定)

シ 外部委託業者により実施

該当年齢の小児につよい
子キャンペーンを実施。
ご褒美シールで「うがい
・手洗い・歯磨き」の習
慣づけを行いつよい身体
づくりをめざす

該当年齢の小児につよい
子キャンペーンを実施。
ご褒美シールで「うがい
・手洗い・歯磨き」の習
慣づけを行いつよい身体
づくりをめざす

該当年齢の小児につよい
子キャンペーンを実施。
ご褒美シールで「うがい
・手洗い・歯磨き」の習
慣づけを行いつよい身体
づくりをめざす

該当年齢の小児につよい
子キャンペーンを実施。
ご褒美シールで「うがい
・手洗い・歯磨き」の習
慣づけを行いつよい身体
づくりをめざす

該当年齢の小児につよい
子キャンペーンを実施。
ご褒美シールで「うがい
・手洗い・歯磨き」の習
慣づけを行いつよい身体
づくりをめざす

該当年齢の小児につよい
子キャンペーンを実施。
ご褒美シールで「うがい
・手洗い・歯磨き」の習
慣づけを行いつよい身体
づくりをめざす

・正しい歯磨き習慣の定着
・子供の風邪および歯科疾患の予防、健康
づくりの取り組みの促進
・子供の医療費の仕組みや医療費について
の理解と、健康保険の正しい利用の啓発
・キャンペーンを通して、子供および保護
者（被保険者・被扶養者）の生活習慣およ
び衛生習慣の見直しや改善の定着促進

【小児疾患対策】
小児の時間外診療の医療費割合は
他健保平均より多くなっている。
風邪やアレルギー疾患での受療率
が他健保平均よりも多い
インフルエンザによる受療率も高
い
【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。

キャンペーン実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 参加率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)-
3,490 - - - - -

8 既
存 契約保養所 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

1泊3千円までの実費額を
全契約保養所を通じて年
度内2泊を上限に補助金を
支給

シ リゾート施設、旅行代理
店、健保連保養所と契約

1泊3千円までの実費額を
全契約保養所を通じて年
度内2泊を上限に補助金を
支給

1泊3千円までの実費額を
全契約保養所を通じて年
度内2泊を上限に補助金を
支給

1泊3千円までの実費額を
全契約保養所を通じて年
度内2泊を上限に補助金を
支給

1泊3千円までの実費額を
全契約保養所を通じて年
度内2泊を上限に補助金を
支給

1泊3千円までの実費額を
全契約保養所を通じて年
度内2泊を上限に補助金を
支給

1泊3千円までの実費額を
全契約保養所を通じて年
度内2泊を上限に補助金を
支給

加入者の心身のリフレッシュ 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

利用泊数(【実績値】512泊　【目標値】令和6年度：500泊　令和7年度：500泊　令和8年度：500泊　令和9年度：500泊　令和10年度：500泊　令和11年度：500
泊)リゾート施設、旅行代理店、健保連等の保養所と契約し、1泊3千円年2泊まで補助金支給 継続希望率(【実績値】57.9％　【目標値】令和6年度：55％　令和7年度：55％　令和8年度：55％　令和9年度：55％　令和10年度：55％　令和11年度：55％)基準値＝保健事業アンケートより

1,303 - - - - -
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5 既
存

リタイヤ対象
者向け健康情
報の提供

全て 男女
53
〜
53

定年退
職予定

者
２ シ

セカンドキャリア研修時
に、リタイア後の健康管
理の関する説明と資料の
配布

ア 事業主主催の研修の中で
実施

セカンドキャリア研修時
に、リタイア後の健康管
理の関する説明と資料の
配布

セカンドキャリア研修時
に、リタイア後の健康管
理の関する説明と資料の
配布

セカンドキャリア研修時
に、リタイア後の健康管
理の関する説明と資料の
配布

セカンドキャリア研修時
に、リタイア後の健康管
理の関する説明と資料の
配布

セカンドキャリア研修時
に、リタイア後の健康管
理の関する説明と資料の
配布

セカンドキャリア研修時
に、リタイア後の健康管
理の関する説明と資料の
配布

リタイア後の健康意識の醸成を図るシニア
期に大切な健康管理を理解してもらう

【健康意識の醸成】
健康寿命延伸のために個々の健康
意識を醸成させる必要がある
健診受診の重要性を理解していな
い人がいる。また、その後の医療
機関への受診行動に繋がっていな
い者も存在する。
適切な運動習慣を有する者が少な
く、食習慣も改善が必要である。
【医療費適正化】
年間の総医療費は年々上昇傾向に
あり、5年前から5.2％増
加入者は年々減っており、一人当
たり医療費は5年前より20％増加し
ている。
社員の平均年齢が直近5年で2歳上
昇しており、社員の高齢化に伴う
生活習慣病医療費は年々増加傾向
にある。

研修実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 事業を実施したことによる成果を測るための定量的な指標を設定するのが困難なため
(アウトカムは設定されていません)

0 0 0 - - -

予
算
措
置
な
し

2,3,4 既
存

生活習慣病重
症化予防 全て 男女

22
〜
74

基準該
当者 ３ イ,オ,ク

対象者：特定健診データ
において、要治療レベル
数値者で服薬治療を行っ
ていない人。特定保健指
導対象者は除く
対象者へメール等を送付
。受診・服薬状況は送付
したメール等の返信にて
確認。勧奨後はレセプト
で確認
受診勧奨と生活習慣改善
指導を行う

イ,シ

・対象者の選定及び実施
方法について産業医と協
議
・被扶養者の実施は健保
保健師、被保険者は医務
室にて実施

血糖値・血圧・脂質が要
治療レベルだがレセプト
上関連診療が確認できな
いものへ、受診勧奨を段
階的に実施
前年の実施状況を見て方
法の見直し、検討を行う
血糖＋血圧＋脂質

血糖値・血圧・脂質が要
治療レベルだがレセプト
上関連診療が確認できな
いものへ、受診勧奨を段
階的に実施
前年の実施状況を見て方
法の見直し、検討を行う
血糖＋血圧＋脂質

血糖値・血圧・脂質が要
治療レベルだがレセプト
上関連診療が確認できな
いものへ、受診勧奨を段
階的に実施
前年の実施状況を見て方
法の見直し、検討を行う
血糖＋血圧＋脂質

血糖値・血圧・脂質が要
治療レベルだがレセプト
上関連診療が確認できな
いものへ、受診勧奨を段
階的に実施
前年の実施状況を見て方
法の見直し、検討を行う
血糖＋血圧＋脂質

血糖値・血圧・脂質が要
治療レベルだがレセプト
上関連診療が確認できな
いものへ、受診勧奨を段
階的に実施
前年の実施状況を見て方
法の見直し、検討を行う
血糖＋血圧＋脂質

血糖値・血圧・脂質が要
治療レベルだがレセプト
上関連診療が確認できな
いものへ、受診勧奨を段
階的に実施
前年の実施状況を見て方
法の見直し、検討を行う
血糖＋血圧＋脂質

糖尿病性腎症の発症や人工透析の導入、脳
血管疾患などを防ぐための糖尿病・高血圧
症・脂質異常症の重症化予防の取り組みを
行う

【生活習慣病重症化予防】
一人当たりの生活習慣病医療費は5
年前より22.4％増加している。
男女とも50歳代から虚血性心疾患
、脳血管疾患での受療率が増加し
ており、その前段階である生活習
慣病（高血圧、2型糖尿病、脂質異
常症）の受療率は男性の方が圧倒
的に高いため、男性の生活習慣病
予防・重症化予防対策が必要であ
る。
2年連続受診勧奨値の者で、且つ、
2年連続医療機関未受診の者が62.8
%存在し、医療機関未受診による
今後の重症化が危ぶまれる。
【慢性腎臓病CKD】
CKD重症度分類で高リスク（赤）
に分類され、かつ医療機関未受診
の者が一定数存在している。専門
医への受診勧奨が望ましい。
また、腎症病期に相当する人は年
々増加し、人工透析導入により1人
あたりの医療費が最も高額となる
腎不全の患者が増加する可能性が
ある。病期進行の食い止めに向け
た対策が必要
【女性の健康課題】
当健保の基本構造より、被保険者
の6割を女性が占めている。
40歳代から急激に婦人科系のがん
患者数が増えている（乳がん・子
宮がん）
50歳代からは更年期障害や骨粗し
ょう症での医療費が増加している
。社員の高齢化に伴い医療費は年
々上昇傾向である。
月経関連疾患では20歳代の受診率
が高く、40歳代まで高い状態で推
移している。

重症化予防事業対象者の抽出(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回
)-

医療機関受診率(【実績値】19.9％　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：20％　令和8年度：20％　令和9年度：20％　令和10年度：20％　令和11年度：20％)・医療機関受診率＝医療機関へ行った人∕該当
者
※大②③および①に対応
【目標値】医務室の数字を含めるため20％で設定

0 - - - - -

2,3,4 既
存

がん重症化予
防 全て 男女

35
〜
74

基準該
当者 ２ ウ,ク

健診結果から要精密検査
対象者を把握し、がん検
診の受診勧奨を実施。精
密検査受診率で評価

ア,ケ 保健師による受診勧奨
健診結果から要精密検査
対象者を把握し、がん検
診の受診勧奨を実施。精
密検査受診率で評価

健診結果から要精密検査
対象者を把握し、がん検
診の受診勧奨を実施。精
密検査受診率で評価

健診結果から要精密検査
対象者を把握し、がん検
診の受診勧奨を実施。精
密検査受診率で評価

健診結果から要精密検査
対象者を把握し、がん検
診の受診勧奨を実施。精
密検査受診率で評価

健診結果から要精密検査
対象者を把握し、がん検
診の受診勧奨を実施。精
密検査受診率で評価

健診結果から要精密検査
対象者を把握し、がん検
診の受診勧奨を実施。精
密検査受診率で評価

5種（胃・肺・大腸・乳・子宮頸）のがん検
診の結果から、要精密検査となった者の精
密検査受診率を把握すること。精密検査受
診率の目標達成率（大5）

【がん対策】
社員の高齢化に伴い、がんによる
医療費は上昇傾向。高額な新薬の
調剤費も増えている。
特に、当健保は女性の加入者が多
いことから、乳がんや子宮がんで
の医療費が多いことが特徴的であ
る。
婦人科系のがんは40歳代から、そ
の他のがんは男女とも50歳代から
増加している

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

52



対象者の抽出(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)【2024年度
3期から変更】受診勧奨回数→対象者の抽出

精密検査受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：20％　令和8年度：20％　令和9年度：20％　令和10年度：20％　令和11年度：20％)健診結果から要精密検査対象者を把握。受診勧奨し
精密検査受診率を評価
【目標値】医務室の数字を含めるため20％で設定

0 0 0 0 0 0

1,2 既
存

保健事業アン
ケート 全て 男女

22
〜
74

被保険
者 １ キ

家庭用常備薬斡旋事業と
同時に健保HPからアンケ
ートを実施

シ - 家庭用常備薬販売時に同
時実施

家庭用常備薬販売時に同
時実施

家庭用常備薬販売時に同
時実施

家庭用常備薬販売時に同
時実施

家庭用常備薬販売時に同
時実施

家庭用常備薬販売時に同
時実施 保健事業の振り返り 該当なし（これまでの経緯等で実

施する事業）

アンケート回答率(【実績値】76.0％　【目標値】令和6年度：70％　令和7年度：70％　令和8年度：70％　令和9年度：70％　令和10年度：70％　令和11年度：7
0％)健保HPを通じて実施（年1回の常備薬購入時にアンケート実施）

保健事業施策振り返り回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)アンケート回答内容をベースに保健事業内容の
振り返り

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他
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予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

53


	データヘルス計画  第3期計画書
	最終更新日：令和 6 年 03 月 29 日
	三菱ＵＦＪニコス健康保険組合

	STEP１-１ 基本情報
	STEP１-２ 保健事業の実施状況
	HeadStart-yosan
	HeadStart-jigyounushi
	STEP１-３ 基本分析
	STEP２ 健康課題の抽出
	STEP３ 保健事業の実施計画
	HeadStart

